
 
平成 23 年 5 月 26 日 

各      位                           
会 社 名  株式会社マサル 
代表者名  代表取締役社長 苅谷 純 
（ＪＡＳＤＡＱ・コード１７９５） 
問合せ先  
役職・氏名  取締役管理本部長 大木信雄 
電話 03－3643－5944 

株式の取得(完全子会社化)に関する基本合意書締結のお知らせ 

当社は、株式会社塩谷商会との間で、株式会社塩谷商会株式の全株式を取得し子会社化することについて決定

し、平成 23 年 5 月 24 日に｢基本合意書｣を締結しましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

記 

１．株式の取得の理由 
 当社は建物のシーリング防水工事・メンブレン防水工事・リニューアル(補修・改修)工事を主たる業務として

いますが、その建設市場は縮小を続け競争環境は一段と激化しています。当社はかかる状況に対処するため、既

存事業のほかに設備工事など業種の拡大を図り、トータルで顧客に提案し施工できる体制を整備することにより

官公庁、不動産会社、集合住宅管理組合等への参入が重要と考え、様々な検討を行ってまいりました。 
そうした中、当社は、株式会社塩谷商会が主な業務としている給排水冷暖房設備工事と融合し、それぞれが持

つ商品ブランド、施工実績、人員等両社でより効率的な活用を目指すことにより、双方にシナジー効果を創出す

ることが可能であると判断し、当社が株式会社塩谷商会の全株式を取得することに合意いたしました。 
 

２．異動の方法 

 全額現金による取得 

 

３．異動する子会社の概要 

（１） 商 号 株式会社塩谷商会 
（２） 本 店 所 在 地 東京都大田区多摩川一丁目７番７号 
（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 塩谷 隆一 
（４） 事 業 内 容 一般管工事業 
（５） 資 本 金 の 額 90 百万円 
（６） 設 立 年 月 日 昭和 48 年 10 月 1 日 

（７） 
 

大株主及び持株比率 
 

塩谷隆一(社長) 41.3%   塩谷雅子(取締役) 41.3%  
塩谷義治    12.7%   佐原克三(取締役)  4.7% 

資 本 関 係 該当なし 

人 的 関 係 該当なし 

取 引 関 係 該当なし 
（８） 

上場会社と当該会社と

の 関 係 等 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 
該当なし 

（９） 当該会社の最近 3 年間の経営成績及び財政状態 



 20/9 期 21/9 期 22/9 期 
純 資 産 544 512 497 
総 資 産 1,272 1,093 1,048 
１ 株 当 た り 純 資 産 （ 円 ） 3,027 2,845 2,764 
売 上 高 1,086 927 785 
営 業 利 益 21 △30 △10 
経 常 利 益 18 △33 △12 
当 期 純 利 益 11 △32 △14 
１株当たり当期純利益（円） 62 △181 △82 
１ 株 当 た り 配 当 金 （ 円 ） 0 0 0 

（単位：百万円） 
 

４．株式取得の相手先の概要 

（１） 氏 名 塩谷 隆一 
（２） 住 所 東京都大田区 

資 本 関 係 該当なし 

人 的 関 係 該当なし 

取 引 関 係 該当なし 
（3） 上場会社と当該個人

の 関 係 等 

関連当事者へ 
の 該 当 状 況 該当なし 

 
（1） 氏 名 塩谷 雅子 
（2） 住 所 東京都大田区 

資 本 関 係 該当なし 

人 的 関 係 該当なし 

取 引 関 係 該当なし 
（3） 上場会社と当該個人

の 関 係 等 

関連当事者へ 
の 該 当 状 況 該当なし 

 
（1） 氏 名 塩谷 義治 
（2） 住 所 東京都大田区 

資 本 関 係 該当なし 

人 的 関 係 該当なし 

取 引 関 係 該当なし 
（3） 上場会社と当該個人

の 関 係 等 

関連当事者へ 
の 該 当 状 況 該当なし 

 
（1） 氏 名 佐原 克三 
（2） 住 所 東京都大田区 

資 本 関 係 該当なし （3） 上場会社と当該個人

の 関 係 等 
人 的 関 係 該当なし 



取 引 関 係 該当なし   

関連当事者へ 
の 該 当 状 況 該当なし 

 

５．取得株式数、取得価額および取得前後の所有株式の状況 

(１)異動前の所有株式数 

0 株 

（議決権の数：0 個） 

（所 有 割 合：0 ％） 

(２)取 得 株 式 数          

180,000 株 

（議決権の数：180 個） 

（取 得 価 額：未定） 

(３)異動後の所有株式数 

180,000 株 

（議決権の数：180 個） 

（所 有 割 合：100％） 

(４)取得価額の算定根拠 

第三者機関である公認会計士の所属する会社の財務調査報告書、および不動産鑑定士の鑑定結果に

より決定する予定 

 

６．日程 

株 式 譲 渡 契 約

取 締 役 会 決 議 

平成 23 年 5 月 30 日 

株式譲渡契約締結日 平成 23 年 6 月 8 日 

引 渡 期 日 平成 23 年 7 月 1 日 

 

７．今後の見通し  

(1)当社は平成 24 年 3 月期決算より連結決算開示会社となります。 

(2)子会社化後の業績見通し 

   当社業績に与える影響につきましては、予想が可能となりました段階で速やかに公表いたします。 
 
（参考）当期業績予想（平成 23 年 5 月 13 日公表分）及び前期実績   
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

当期業績予想   
(平成 24 年 3 月期) 

7,000 50 60 30 

    前期実績     
(平成 23 年 3 月期) 

7,598 47 65 37 

 
以  上 

 


